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抄録
1．一般現況として、韓国保健社会研究院(以下、保社研)の設立目的は国民の保健医療・社会保険・社会福祉および社会政策と関連した政策課題を調査・研究・分析し、国家の長・短期保健福祉政策の樹立に寄与ことにある。 
　保社研は1970年7月20日に国立家族計画研究所として設立され、1981年に家族計画研究院と韓国保健開発研究院を統合して、1981年7月1日に韓国人口保健研究院として発足した。そして、1989年12月27日に保健社会部(中央政府)に設置された諮問機関の社会保障審議委員会での研究機能をも統合して 現在の韓国保健社会研究院に改称された。 
　主な機能としては、①保健医療、社会保障、人口および社会問題に関する制度評価と政策開発を実施すること、②保健医療・福祉部門における中・長期的発展計画を樹立すること、③政府政策の樹立のための国家基礎統計資料を作成すること、④各種政府委員会の運営を支援すること、⑤主な政策課題に対する国民世論を収集すること、⑥国内外にある専門機関との技術・情報交流、共同研究などを実施すること、⑦政府と公共機関および非営利団体からの公益性ある研究課題を受託して研究すること、⑧保健医療・社会福祉と関連した教育および短期研修(不定期的)を実施することである。

　職員数は2009年8月末、195人で、その中で研究職員は142名である。保社研の組織は7研究室、3行政室と２付属施設に構成されている。そして各室ではいくつかのタスクフォスチームを運営している。

２．研究事業として、まず、経営目標としては、①研究成果の政策寄与度の向上、②科学的研究管理体系の確立、③核心研究力量の拡充、④革新的経営管理の強化を挙げられる。保社研の主な役割は一番目、中央政府と地方自治団体における保健医療や社会福祉部門にたいしての中・長期計画を樹立すること、二番目、保健医療や社会福祉部門にたいしての政策評価を遂行すること、三番目、政策研究に必要とされる基礎資料の収集のための全国標本、電話調査や施設調査などの実態調査を実施すること、四番目、新政府の国政課題に関わる研究を遂行することである。 
３．前述した以外に、政策動向および学術情報を数時に提供するために、保健福祉に関する主なイシューおよび政策懸案の分析、主な研究結果など、国内有一の保健福祉政策専門の月刊誌「保健福祉フォラム」と週刊誌「保健福祉 Issue & Focus」を発刊しており、保健福祉に関する学術研究論文を中心とする学術誌「保健社会研究」を年2回発刊している。また、政府の各種政策委員会運営を支援している。そして、各種政策を施行する前に政策草案に関する政策討論会(公聴会)などを開いており、国内外の優秀な機関との学術および情報交流関係を広げている。 [image: image1.png]



